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背景・目的
　週休３日制についての先輩の話を聞
いて、他の働き方を調べることによって
週休３日制にできないか興味を持った
から。また、様々な働き方を調べること
で、休みを増やすことはできないだろう
かと考えるようになったから。

 
　

研究の方法 
週休２日制について調べる。
週休３日制を取り入れている海外や日
本の企業について調べる。

考察
休みを増やすためには、労働時間を削減
し、海外の柔軟な働き方を取り入れることに
よって、休みを増やすことができるのではな
いだろうか。
同じ系統の企業であれば、週休３日制にす
るための制度が統一でき、休みを増やすこ
とができるのではないか。

今後の展望 
同じ系統の企業について調べる。
他の海外の企業との違いについて詳しく調
べる。
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すでに分かっていること
社会には、様々な働き方がある。
学校では週休３日制にするのは難し
い。
企業や国によっては週休３日制を取り
入れている。
公務員では週休３日を取り入れようとし
ている。
様々な働き方を組み合わせることで、メ
リット、デメリットがわかり、週休３日制
にするためには、企業による仕事の内
容によって週休３日制にできるかできな
いか決まる。

結果
＜日本の企業＞
Ａ社：労働時間維持/給与水準維持
対象：週５日勤務の従業員
該当日：第２・第４水曜日
年間休日：129日から150日に増加
Ｂ社：労働時間維持/給与水準維持
対象：全従業員
該当日：月・水・金曜日(夏季限定)
年間休日：136日
＜労働時間の変化＞
1916年：最長労働時間12時間、休日の基準
は毎月２回以上
1947年：労働基本法制定
1993年：週48時間から週40時間へ
＜海外の企業＞
・Ｃ社（ニュージーランド）
　従業員がいつ、どのように効果的に働くか
を自分で決めている。
・Ｄ社（フランス）
　テレワークと週休3日制を同時に取り入れ
ている。

仮説
週休２日制を取り入れたときのような制
度を週休３日制にも取り入れることがで
きるのではないか。
海外や日本で週休３日制を取り入れて
いる企業の制度を日本にも取り入れ
て、週休３日制にすることはできるので
はないか。

結論
企業によって週休３日制にするための制度
があり、日本より海外の方が柔軟な働き方
だった。
週休２日制になったときは法律が変わった
ことで休みを増やすことができた。
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